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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用している。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 21,396 23,367 22,976 48,628 51,052

経常利益 (百万円) 698 827 842 1,945 2,143

中間(当期)純利益 (百万円) 295 376 377 960 1,215

純資産額 (百万円) 21,902 22,540 23,141 22,862 23,279

総資産額 (百万円) 34,933 36,683 36,793 36,971 38,707

１株当たり純資産額 (円) 813.27 820.20 842.66 843.08 847.13

１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) 10.96 13.97 14.01 30.35 45.10

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.7 60.2 61.7 61.8 59.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,641 2,327 △131 3,007 4,014

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △901 △711 △823 △1,220 △1,538

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △647 △608 △672 △980 △765

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 4,572 6,293 5,370 5,286 6,997

従業員数 (名) 1,727 1,793 1,792 1,733 1,731



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用している。 

  

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 14,099 15,443 15,356 32,279 34,112

経常利益 (百万円) 215 358 536 858 1,028

中間(当期)純利益 (百万円) 122 212 354 385 796

資本金 (百万円) 4,104 4,104 4,104 4,104 4,104

発行済株式総数 (千株) 27,644 27,644 27,644 27,644 27,644

純資産額 (百万円) 14,664 14,376 14,759 15,172 14,856

総資産額 (百万円) 24,478 25,272 26,070 26,413 28,031

１株当たり純資産額 (円) 544.17 533.52 547.78 561.55 551.34

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 4.54 7.88 13.17 12.81 29.55

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 4.00 4.00 4.00 10.00 10.00

自己資本比率 (％) 59.9 56.9 56.6 57.4 53.0

従業員数 (名) 525 575 633 521 587



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はない。 

また、主要な関係会社についても異動はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

なお、平成19年９月末現在の当社グループ所属の組合員数は779名である。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

通信建設事業 1,342

情報サービス事業 416

全社(共通) 34

合計 1,792

従業員数(名) 633



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における日本経済は、好調な企業の設備投資及び個人消費の回復により底堅い景

気回復基調をたどった。しかしながら、サブプライムローン問題に代表されるように、米国経済が今後

の日本経済に与える影響が懸念されている。 

当社グループの主要な事業分野である情報通信事業分野のうち、ブロードバンドサービス市場におい

ては、光アクセスサービスの契約数が平成19年６月には966万件に達し、前年同月に比べ53％増とな

り、ＡＤＳＬから光アクセスへとブロードバンドの世代交代の動きが鮮明となった。各事業者が顧客獲

得に向け、ブロードバンド環境の整備を積極的に推し進めた結果、わが国では世界最先端の高速かつ低

廉なブロードバンド環境が実現した。この環境を活かし、いつでも好きな映像を楽しめるＶＯＤサービ

スや多くの人々との交流が楽しめるＳＮＳなど様々な新しいサービスが展開されている。 

移動通信サービス事業では、携帯電話などの契約数が日本の人口総数に迫りつつある中、新規事業者

の参入、ナンバーポータビリティ制度の導入など各事業者間の競争が一層激しさを増している。この競

争の中、各事業者は端末のデザイン・機能等で差別化を図っているほか、携帯電話の利用が音声通話よ

りもデータ通信が主流になっていることから、モバイルコンテンツの充実にも力を注いでいる。こうし

たモバイルコンテンツ産業の規模は年々拡大しており、端末の高機能化やデータ通信サービスの定額制

の普及もあり、音楽配信や通販サービスが人々の生活に浸透しつつある。 

これらのことから引き続き各事業者が、光アクセスサービス・移動通信サービスともに一層の品質・

サービスの向上に向け、積極的な設備投資を行っている。 

このような環境下、当社グループはコア事業への集中と品質重視を目標とした、シーキューブグルー

プ中期経営計画「Ｃｒｅａｔｅ２０１０」を引き続き積極的に推進している。具体的な施策としては、

光アクセス網の整備に係る工事の増加に対応するため、工事に必要不可欠な高所作業車や器工具などの

積極的な設備投資の実施、光アクセスの専門知識を持つ技術者の育成を図っている。さらに、光アクセ

スの普及によるお客様工事の増加に対応し、かつ体制の強化を図るため、主に通信設備網のメンテナン

スを受注している株式会社フィット・クリエイトの株式を取得し、当社グループの一員とした。また、

当社の主要な取引先である西日本電信電話株式会社が顧客満足度向上活動として取り組んでいる「カス

タマー・ファースト活動」において、お客様より優秀と認められた工事者に贈られる賞をいただいてい

る。 

また、昨年制定された金融商品取引法により、主に企業の決算業務の公正性・透明性が要請されてい

ることから、本年４月に内部統制室を新たに設置し、当社グループ全体での内部統制に関する体制の維

持・整備を進めている。 

このほか社会貢献として、林野庁の「法人の森林（もり）」制度を活用し、平成17年から三重県内の

国有林内に「シーキューブの森」を開設し、社員のボランティア活動等を通じ、森林資源の維持増進に

寄与することに努めている。 

以上のような結果、当社グループの当中間連結会計期間の業績については、受注高25,751百万円（前

年同期比100.4％）、売上高22,976百万円（前年同期比98.3％）となった。 

また利益は、経常利益は842百万円（前年同期比101.8％）となり、中間純利益は377百万円（前年同

期比100.2％）となった。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 



① 通信建設事業 

ＮＴＴ工事は、受注高については10,317百万円（前年同期比89.3％）売上高については9,432百万

円（前年同期比89.1％）となった。 

 また、ＮＴＴ以外の工事は、受注高については9,581百万円（前年同期比124.6％）売上高について

は7,691百万円（前年同期比121.0％）となった。 

 営業利益は、施工環境の変化等により、669百万円（前年同期比91.7％）となった。 

② 情報サービス事業 

積極的な受注活動に努めたが、厳しい価格競争等により売上高は5,852百万円（前年同期比

91.1％）となった。 

 営業利益は、改善諸施策を実施するとともに、経費の削減等に努めた結果、52百万円（前年同期営

業損失５百万円）となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、期首残高より1,627

百万円減少し、5,370百万円となった。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは131百万円の減少（前年同期：2,327百万円の増加）となった。

 収入の主な内訳は、税金等調整前中間純利益745百万円、減価償却費604百万円、売上債権の減少

2,421百万円であり、支出の主な内訳は、たな卸資産の増加2,114百万円、仕入債務・その他債務の減少

1,172百万円、法人税等の支払額768百万円である。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは823百万円の減少（前年同期比115.7％）となった。 

 これは、主に有形固定資産の取得による支出794百万円によるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは672百万円の減少（前年同期比110.5％）となった。 

 これは、主に借入金の純減少額508百万円、配当金の支払161百万円によるものである。 

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。なお、「２ 生産、受注及び販売の状況」においては、いずれ

の金額にも消費税等は含まれていない。 
  

(2) 売上実績 
  

 
(注) 当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 

  

なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりである。 

建設業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 
  

 
(注) １ 前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、期中受注工事高にその

増減額を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 
２ 期末繰越工事高の施工高は、工事進捗率により算出したものである。 
３ 期中施工高は、(期中完成工事高 ＋ 期末繰越施工高 － 前期繰越施工高)に一致する。 

  

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比

通信建設事業 19,898 3.4％増

情報サービス事業 5,852 8.9％減

合計 25,751 0.4％増

事業の種類別セグメントの名称 売上高(百万円) 前年同期比

通信建設事業 17,124 1.1％増

情報サービス事業 5,852 8.9％減

合計 22,976 1.7％減

期別 工事別
期首繰越 
工事高 

(百万円)

期中受注
工事高 

(百万円)

計 
(百万円)

期中完成
工事高 

(百万円)

期末繰越工事高
期中 
施工高 

(百万円)

手持
工事高 

(百万円)
うち施工高(百万円)

前上半期 

自平成18年４月１日 

至平成18年９月30日

通信建設部門 (％)

ＮＴＴ工事

所外系(ケーブル施設)
工事

3,241 10,849 14,091 9,847 4,243 42.5 1,804 10,416

所内系(ネットワーク設
備)工事

262 696 959 743 215 41.6 89 746

計 3,503 11,546 15,050 10,590 4,459 42.5 1,894 11,162

ＮＴＴ以外の工事 2,033 5,603 7,637 4,800 2,837 39.0 1,105 5,284

合計 5,537 17,150 22,688 15,391 7,297 41.1 3,000 16,447

当上半期 

自平成19年４月１日 

至平成19年９月30日

通信建設部門

ＮＴＴ工事

所外系(ケーブル施設)
工事

3,462 9,894 13,356 9,047 4,309 49.1 2,114 9,734

所内系(ネットワーク設
備)工事

151 422 573 385 188 29.2 55 364

計 3,613 10,317 13,930 9,432 4,498 48.2 2,169 10,099

ＮＴＴ以外の工事 2,428 7,584 10,013 5,865 4,147 43.8 1,815 6,507

合計 6,042 17,901 23,943 15,297 8,645 46.1 3,985 16,607

前期 

自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日

通信建設部門

ＮＴＴ工事

所外系(ケーブル施設)
工事

3,241 20,906 24,147 20,685 3,462 41.2 1,427 20,878

所内系(ネットワーク設
備)工事

262 1,102 1,365 1,214 151 50.3 75 1,202

計 3,503 22,009 25,513 21,899 3,613 41.6 1,503 22,080

ＮＴＴ以外の工事 2,033 12,501 14,535 12,107 2,428 48.3 1,172 12,657

合計 5,537 34,511 40,048 34,006 6,042 44.3 2,676 34,738



② 完成工事高 

 
(注) 完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

前中間会計期間  請負金額２億円以上の主なもの 

 
当中間会計期間  請負金額３億円以上の主なもの 

 
  

③ 手持工事高(平成19年９月30日現在) 
  

 
(注) 手持工事のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりである。 

 
  

期別 工事別
西日本電信電話株式会社

(百万円)
その他(百万円) 合計(百万円)

前上半期 

自平成18年４月１日 

至平成18年９月30日

通信建設部門

ＮＴＴ工事

所外系(ケーブル施設)
工事

9,847 ― 9,847

所内系(ネットワーク設
備)工事

743 ― 743

計 10,590 ― 10,590

ＮＴＴ以外の工事 ― 4,800 4,800

合計 10,590 4,800 15,391

当上半期 

自平成19年４月１日 

至平成19年９月30日

通信建設部門

ＮＴＴ工事

所外系(ケーブル施設)
工事

9,047 ― 9,047

所内系(ネットワーク設
備)工事

385 ― 385

計 9,432 ― 9,432

ＮＴＴ以外の工事 ― 5,865 5,865

合計 9,432 5,865 15,297

西日本電信電話株式会社 名古屋支店 平成17年度名古屋南エリアサービス総合工事（アクセス設備）
〃 〃 平成17年度名古屋東エリアサービス総合工事（ユーザ）
〃 三重支店 平成17年度北勢エリアサービス総合工事（アクセス設備）
〃 〃 平成17年度北勢エリアサービス総合工事（ユーザ）
〃 静岡支店 平成17年度静岡東部エリアサービス総合工事（アクセス設備）

西日本電信電話株式会社 名古屋支店 平成18年度名古屋南エリアサービス総合工事（アクセス設備）
〃 〃 平成18年度名古屋東エリアサービス総合工事（アクセス設備）
〃 〃 平成18年度名古屋東エリアサービス総合工事（ユーザ）
〃 三重支店 平成18年度北勢エリアサービス総合工事（アクセス設備）
〃 静岡支店 平成18年度静岡東部エリアサービス総合工事（アクセス設備）

区分
西日本電信電話株式会社

(百万円)
その他(百万円) 合計(百万円)

通信建設部門

ＮＴＴ工事

所外系(ケーブル施設)工事 4,309 ― 4,309

所内系(ネットワーク設備)
工事

188 ― 188

計 4,498 ― 4,498

ＮＴＴ以外の工事 ― 4,147 4,147

合計 4,498 4,147 8,645

日本エリクソン株式会社 エリクソンＳＷＡＰ（関西） 平成20年3月完成予定

中部テレコミュニケーション 

株式会社

ＦＴＴＨネットワーク拡充エリア 

充実３可児
平成19年10月完成予定

エヌ・ティ・ティ・ 

インフラネット株式会社
愛知総18-1055通信設備土木工事 平成20年6月完成予定

中日本高速道路株式会社
東海北陸道美並～郡上八幡間 

通信線路工事
平成20年10月完成予定

西日本電信電話株式会社 岐阜総18-0303線路工事 東濃 平成20年2月完成予定



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、連結会社の事業上及び財務上対処すべき課題について重要な変更及び新

たに生じた課題はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間の研究開発活動は、通信建設事業については引き続き「高品質な工事を、安全に、

効率よく」をテーマとして通信設備工事の設計受注から完成までの一連作業工程の中で、設計、施工方法

及び器工具の開発・改良に積極的に取り組んでいる。また、ＩＰ網・ＩＴ時代に向けての光分波技術等ブ

ロードバンド対応分野の技術習得及び関連のソフト開発にも努めている。  

当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、29百万円であり、事業の種類別セグメントの研究開

発活動は、次のとおりである。  

１．通信建設事業  

通信設備部門の研究開発は、アクセス事業本部の技術開発部を中心に、次世代ネットワーク社会を想定

し、光アクセス網を活用する全てのニーズに向けた、効率的な施工技術と施工方法の開発・改良に取り組

み、光ジャンパコードホルダー、ＡＯＦクロージャスケール、地下光接続用ＳＣフレーム固定具、地下光

接続用作業台等を考案した。また、情報セキュリティ関連でＣＳホルダーを考案した。 

ビル内設備関連については、ＩＰ網に伴う施工方法及び器工具の開発・改良に取り組み、改良型簡易光

対照器（ＩＤＭ用）、改良型電源（48Ｖ・50Ｖ）つなぎ込みチェッカー、試験用負荷抵抗器等を考案し

た。 

基盤設備関連では、安全かつ効率的な施工技術の開発に取り組み、バケット用電動クレーン、75Φ引上

げ管通線工具、ＭＨ鉄蓋用認識ＩＣタグ等を考案した。  

要員は５名で、当中間連結会計期間における支出総額は29百万円である。  

２．情報サービス事業  

該当事項なし。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間中に取得した主な設備は次のとおりである。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はない。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。 

  

会社名 事業の種類別セグメントの名称 設備の内容 取得価額(百万円)

提出会社 通信建設事業 土地・建物・備品等 309

㈱シーキューブトータ
ルサービス他

通信建設事業 建物・車輌運搬具・備品等 394

㈱フューチャーイン 情報サービス事業 車輌運搬具・備品等 8



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 55,041,300

計 55,041,300

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在発行数
(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,644,699 27,644,699
名古屋証券取引所
市場第一部

―

計 27,644,699 27,644,699 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 上記のほか、当社所有自己株式699千株(2.53％)がある。 

    

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年９月30日 ― 27,644 ― 4,104 ― 3,795

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

シーキューブグループ従業員 
持株会

名古屋市中区門前町１－51 1,518 5.49

第一生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理 
サービス信託銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町１－13－１
（東京都中央区晴海１－８－12）

1,384 5.01

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,343 4.86

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２－２－１ 1,232 4.46

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（常任代理人 日本マスター 
トラスト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１－４－５
（東京都港区浜松町２－11－３）

951 3.44

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 866 3.13

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 828 3.00

住友生命保険相互会社 
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社)

大阪市中央区城見１－４－35
 (東京都中央区晴海１－８－11)

646 2.34

シーキューブ共栄会 名古屋市中区門前町１－51 556 2.01

エスジーエスエス/エスジー 
ビーティールクス 
（常任代理人 香港上海銀行 
東京支店）

Societe General  
29 Boulevard Haussmann Paris 
France 
（東京都中央区日本橋３－11－１）

530 1.92

計 ― 9,858 35.66



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,300株(議決権43個)が含

まれている。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式28株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は名古屋証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 699,500

完全議決権株式(その他) 普通株式     26,907,100 269,071 ―

単元未満株式 普通株式 38,099 ― ―

発行済株式総数 27,644,699 ― ―

総株主の議決権 ― 269,071 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式)

シーキューブ株式会社
名古屋市中区 
    門前町１番51号

699,500 ― 699,500 2.53

計 ― 699,500 ― 699,500 2.53

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 482 497 492 485 450 418

最低(円) 441 474 470 441 381 400



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24

年建設省令第14号)に準じて記載している。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで）及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸

表及び中間財務諸表については、みすず監査法人、公認会計士舟橋弘氏および公認会計士林成憲氏の共同

による中間監査を受け、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日ま

で）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、あずさ監査法人による中間監査を受けている。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代している。 

前中間連結会計期間及び前中間会計期間 みすず監査法人 

                   公認会計士舟橋弘氏 

                   公認会計士林成憲氏 

当中間連結会計期間及び当中間会計期間 あずさ監査法人 

  

  

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 6,293 5,399 7,030

   受取手形・ 
   完成工事未収入金等

※(3) 9,601 8,880 11,284

   未成工事支出金 3,182 4,231 2,738

   その他たな卸資産 665 1,179 557

   繰延税金資産 281 341 237

   その他 462 536 431

   貸倒引当金 △ 12 △ 12 △ 13

   流動資産合計 20,475 55.8 20,556 55.9 22,267 57.5

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産 ※(1)

    建物・構築物 3,403 3,387 3,505

    機械・運搬具 
    ・工具器具備品

2,150 2,153 2,241

    土地 5,697 5,923 5,710

    建設仮勘定 50 11,301 30.8 69 11,533 31.3 25 11,484 29.7

   無形固定資産 223 0.6 201 0.6 218 0.6

   投資その他の資産

    投資有価証券 3,395 2,995 3,498

    繰延税金資産 691 900 646

    その他 630 623 610

    貸倒引当金 △ 34 4,682 12.8 △ 18 4,501 12.2 △ 18 4,737 12.2

   固定資産合計 16,208 44.2 16,237 44.1 16,439 42.5

   資産合計 36,683 100.0 36,793 100.0 38,707 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形・工事未払 
   金等

※(3) 5,569 5,681 6,204

   短期借入金 1,042 991 1,033

   一年内返済予定 
   長期借入金

704 261 721

   未払法人税等 550 528 766

   未成工事受入金 245 142 275

   賞与引当金 563 743 455

   役員賞与引当金 ― 57 133

   工事損失引当金 ― 2 3

   その他 1,346 1,084 1,887

   流動負債合計 10,023 27.4 9,493 25.8 11,481 29.7

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 1,234 1,172 1,177

   長期未払金 ― 151 ―

   繰延税金負債 55 19 20

    再評価に係る 
      繰延税金負債

576 559 576

   退職給付引当金 1,900 2,014 1,790

   役員退職引当金 330 237 366

   その他 21 3 14

   固定負債合計 4,119 11.2 4,158 11.3 3,945 10.2

   負債合計 14,142 38.6 13,651 37.1 15,427 39.9

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 4,104 4,104 4,104

   資本剰余金 3,801 3,801 3,801

   利益剰余金 15,167 16,138 15,898

   自己株式 △ 131 △ 132 △ 131

   株主資本合計 22,942 62.5 23,913 65.0 23,673 61.2

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

871 529 866

   土地再評価差額金 △ 1,712 △ 1,737 △ 1,712

   評価・換算差額等 
   合計

△ 841 △2.3 △ 1,207 △3.3 △ 846 △2.2

Ⅲ 少数株主持分 439 1.2 436 1.2 452 1.1

   純資産合計 22,540 61.4 23,141 62.9 23,279 60.1

   負債純資産合計 36,683 100.0 36,793 100.0 38,707 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 16,944 17,124 38,404

   商品売上高 6,422 23,367 100.0 5,852 22,976 100.0 12,647 51,052 100.0

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 15,493 15,514 34,820

   商品売上原価 5,174 20,667 88.4 4,552 20,067 87.3 10,212 45,032 88.2

   売上総利益

    完成工事総利益 1,451 1,609 3,583

    商品売上総利益 1,248 2,700 11.6 1,299 2,909 12.7 2,435 6,019 11.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※(1) 1,938 8.3 2,164 9.5 4,001 7.8

   営業利益 762 3.3 745 3.2 2,017 4.0

Ⅳ 営業外収益

   受取利息配当金 29 31 46

   受取保険金 ― 36 ―

   その他 63 92 0.4 53 121 0.6 135 182 0.3

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 19 18 37

   その他 7 27 0.1 5 24 0.1 18 56 0.1

   経常利益 827 3.6 842 3.7 2,143 4.2

Ⅵ 特別利益

   前期損益修正益 ※(2) 14 13 22

   固定資産売却益 ※(3) 0 5 1

   投資有価証券売却益
 
 

― 
 

   
3

   
182

 
   

   役員退職引当金取崩 
   益

― 21 ―

   その他 0 15 0.0 2 46 0.2 5 212 0.4

Ⅶ 特別損失

   前期損益修正損 ※(4) 31 9 36

   固定資産除売却損 ※(5) 26
 

   
30

   
67

 
   

      過年度役員退職引当 
   金繰入額

 
 

― 94 ―

   その他 4 62 0.3 8 142 0.7 9 113 0.2

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益

780 3.3 745 3.2 2,242 4.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

547 536 1,098

   法人税等調整額 △ 143 404 1.7 △ 158 377 1.6 △ 86 1,012 2.0

      少数株主利益又は 
   少数株主損失(△)

 
 

 
 

 
△ 0 △ 0.0   △ 9 △0.0

 
 

 
14 0.0

   中間(当期)純利益 376 1.6 377 1.6 1,215 2.4



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
(注)平成18年３月期の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,104 3,801 15,096 △131 22,871

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △161 △161

 利益処分による役員賞与(注) △143 △143

 中間純利益 376 376

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 71 △0 70

平成18年９月30日残高(百万円) 4,104 3,801 15,167 △131 22,942

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,127 △1,136 △9 463 23,325

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △161

 利益処分による役員賞与(注) △143

 中間純利益 376

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△255 △576 △831 △23 △855

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△255 △576 △831 △23 △784

平成18年９月30日残高(百万円) 871 △1,712 △841 439 22,540



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 4,104 3,801 15,898 △131 23,673

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △161 △161

 中間純利益 377 377

 自己株式の取得 △0 △0

 土地再評価差額金取崩額 24 24

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 240 △0 239

平成19年９月30日残高(百万円) 4,104 3,801 16,138 △132 23,913

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 866 △1,712 △846 452 23,279

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △161

 中間純利益 377

 自己株式の取得 △0

 土地再評価差額金取崩額 24

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△336 △24 △361 △16 △377

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△336 △24 △361 △16 △137

平成19年９月30日残高(百万円) 529 △1,737 △1,207 436 23,141



前連結会計年度の要約連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,104 3,801 15,096 △131 22,871

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △269 △269

 利益処分による役員賞与 △143 △143

 当期純利益 1,215 1,215

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の 

 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円)
－ 0 802 △0 801

平成19年３月31日残高(百万円) 4,104 3,801 15,898 △131 23,673

評価・換算差額等

少数株主 

持分
純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

土地再評価 

差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,127 △1,136 △9 463 23,325

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △269

 利益処分による役員賞与 △143

 当期純利益 1,215

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 

 連結会計年度中の変動額(純額)
△261 △576 △837 △10 △847

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円)
△261 △576 △837 △10 △45

平成19年３月31日残高(百万円) 866 △1,712 △846 452 23,279



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期) 
   純利益

780 745 2,242

 ２ 減価償却費及び償却費 573 604 1,231

 ３ 役員賞与引当金の増減額 ― △ 75 133

 ４ 退職給付引当金の増減額 259 224 149

 ５ 受取利息及び受取配当金 △ 29 △ 31 △ 46

 ６ 支払利息 19 18 37

 ７ 投資有価証券売却益 ― △ 3 △ 182

 ８ 売上債権の増減額 2,420 2,421 754

 ９ たな卸資産の増減額 △ 1,138 △ 2,114 △ 587

 10 仕入債務の増減額 17 △ 538 662

 11 その他債務の増減額 ― △ 634 ―

 12 その他 △ 173 6 364

    小計 2,728 625 4,758

 13 利息及び配当金の受取額 29 31 46

 14 利息の支払額 △ 19 △ 18 △ 37

 15 法人税等の支払額 △ 410 △ 768 △ 753

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

2,327 △ 131 4,014

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 ― △ 7 △ 53

 ２ 定期預金の払戻による収入 ― 12 20

 ３ 有形固定資産の取得 
   による支出

△ 710 △ 794 △ 1,560

 ４ 有形固定資産の売却 
   による収入

3 86 18

 ５ 投資有価証券の取得 
   による支出

△ 10 △ 67 △ 126

 ６ 投資有価証券の売却 
   による収入

― 14 186

 ７ 新規連結子会社株式 
   の取得による支出

※(2) ― △ 45 ―

 ８ その他 6 △ 20 △ 22

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 711 △ 823 △ 1,538



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 △ 405 △ 43 △ 413

 ２ 長期借入による収入 1,050 200 1,050

 ３ 長期借入金の返済 
   による支出

△ 1,089 △ 665 △ 1,130

 ４ 自己株式の取得による 
   支出

△ 0 △ 0 △ 0

 ５ 配当金の支払額 △ 161 △ 161 △ 269

 ６ その他 △ 1 △ 1 △ 1

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 608 △ 672 △ 765

Ⅳ 現金及び現金同等物 
  の増減額

1,007 △ 1,627 1,711

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

5,286 6,997 5,286

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※(1) 6,293 5,370 6,997



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

１ 連結の範囲に関す

る事項

  連結子会社の数 16社

  子会社は全て連結して

いる。

  主要な連結子会社名

  ㈱フューチャーイン

  ㈱シーキューブ愛知

  東海通建㈱

  ㈱ＣＴＳ

㈱シーキューブトータ

ルサービス

㈱シーキューブモバイ

ルテック

  連結子会社の数 16社

  子会社は全て連結して

いる。

  主要な連結子会社名

  ㈱フューチャーイン

  ㈱シーキューブ愛知

  東海通建㈱

  ㈱ＣＴＳ

㈱シーキューブトータ

ルサービス

 なお、㈱フィット・

クリエイトの株式を取

得し、同社を連結対象

会社とした。

  連結子会社の数 15社

  子会社は全て連結して

いる。

  連結子会社名は、「第

１ 企業の概況 ４ 関

係会社の状況」に記載し

ているため省略してい

る。 

 なお、㈱シーキューブ

モバイルテックは当連結

会計年度に親会社に吸収

合併し、子会社でなくな

った。

２ 持分法の適用に関

する事項

 すべての関連会社(１社)

に対する投資について、持

分法を適用している。

 持分法適用会社数および

会社名

  関連会社１社

  三愛建設㈱

同左 同左

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関する

事項

 中間連結財務諸表提出会

社に同じ。

同左  連結財務諸表提出会社に

同じ。

４ 会計処理基準に関

する事項

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価方

法

① 有価証券

      ――――――― 

 

  その他有価証券

   時価のあるもの

中間連結決算日の

市場価格等に基づ

く時価法(評価差

額は全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定している。)

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法

① 有価証券

  満期保有目的の債券

   償却原価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

     同左 

  

  

  

  

 

 

 

   時価のないもの
同左

① 有価証券

  満期保有目的の債券

   償却原価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定してい

る。)

   時価のないもの
同左

② たな卸資産

  未成工事支出金

個別法による原価法

  商品

移動平均法による原

価法

  材料貯蔵品

先入先出法による原

価法

② たな卸資産

  未成工事支出金

同左

  商品

同左

   

  材料貯蔵品

同左

② たな卸資産

  未成工事支出金

同左

  商品

同左

   

  材料貯蔵品

同左



項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

 (2) 重要な減価償却
資産の減価償却方
法

① 有形固定資産
 定率法(ただし、親
会社の本店建物、構築
物ならびに、機械装置
(建物に附帯する立体
駐車場)、連結子会社
のうち２社の建物及び
平成10年４月１日以降
に取得した建物(建物
附属設備を除く)につ
いては定額法)
 なお、耐用年数及び
残存価額については、
法人税法に規定する方
法と同一の基準によっ
ている。

① 有形固定資産
 定率法(ただし、親
会社の本店建物、構築
物ならびに、機械装置
(建物に附帯する立体
駐車場)、連結子会社
のうち２社の建物及び
平成10年４月１日以降
に取得した建物(建物
附属設備を除く)につ
いては定額法)
 なお、耐用年数及び
残存価額については、
法人税法に規定する方
法と同一の基準によっ
ている。
（会計方針の変更） 
 法 人 税 法 の 改 正
（（所得税法等の一部
を改正する法律 平成
19年３月30日 法律第
６号）及び（法人税法
施行令の一部を改正す
る政令 平成19年３月
30日 政令83号））に
伴い、平成19年４月１
日以降に取得したもの
については、改正後の
法人税法に基づく減価
償却の方法に変更して
いる。 
 これに伴い、従来の
方法によった場合と比
較して、営業利益、経
常利益及び税金等調整
前中間純利益は、それ
ぞれ15百万円減少して
いる。 
 なお、セグメント情
報に与える影響は、当
該箇所に記載してい
る。 
（追加情報） 
 平成19年３月31日以
前に取得したものにつ
いては、償却可能限度
額まで償却が終了した
翌連結会計年度から５
年間で均等償却する方
法によっている。 
 これに伴い、従来の
方法によった場合と比
較して、営業利益、経
常利益及び税金等調整
前中間純利益は、それ
ぞれ13百万円減少して
いる。  
 なお、セグメント情
報に与える影響は、当
該箇所に記載してい
る。

① 有形固定資産
 定率法(ただし、親
会社の本店建物、構築
物ならびに、機械装置
(建物に附帯する立体
駐車場)、連結子会社
のうち２社の建物及び
平成10年４月１日以降
に取得した建物(建物
附属設備を除く)につ
いては定額法)
 なお、耐用年数及び
残存価額については、
法人税法に規定する方
法と同一の基準によっ
ている。



項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

② 無形固定資産
   定額法
   ただし、ソフトウェ

ア(自社利用分)につい
ては、社内における利
用可能期間(５年)に基
づく定額法によってい
る。

② 無形固定資産
同左

② 無形固定資産
同左

 (3) 重要な引当金の
計上基準

① 貸倒引当金
   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一
般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可
能性を勘案し、回収不
能見込額を計上してい
る。

① 貸倒引当金
同左

① 貸倒引当金
同左

② 賞与引当金
   従業員の賞与の支払

に備えるため、支給見
込額に基づいて計上し
ている。

② 賞与引当金
同左

② 賞与引当金
同左

③ 役員賞与引当金
   役員に対して支給す

る賞与の支出に充てる
ため、支給見込額に基
づき当中間連結会計期
間に見合う分を計上し
ている。 
（会計方針の変更） 
 当中間連結会計期間
から「役員賞与に関す
る会計基準」（企業会
計基準第４号 平成17
年11月29日）を適用し
ている。 
 これによる損益に与
える影響はない。

③ 役員賞与引当金
   当社及び一部の連結

子会社は、役員に対し
て支給する賞与の支出
に充てるため、支給見
込額に基づき当中間連
結会計期間に見合う額
を計上している。

③ 役員賞与引当金
   当社及び一部の連結

子会社は、役員に対し
て支給する賞与の支出
に充てるため、支給見
込額に基づき計上して
いる。

  （会計方針の変更）   
 当連結会計年度か
ら、「役員賞与に関す
る会計基準」（企業会
計基準委員会  平成17
年11月29日  企業会計
基準第４号）を適用し
ている。  
 これに伴い、従来の
方法によった場合と比
較して、営業利益、経
常利益及び税金等調整
前当期純利益は133百
万円減少している。 
  なお、セグメント情
報に与える影響は、当
該箇所に記載してい
る。

④ 工事損失引当金
   ――――――― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ 工事損失引当金
   受注工事に係る将来

の損失に備えるため、
当中間連結会計期間末
手持工事のうち損失の
発生が見込まれ、か
つ、その金額を合理的
に見積もることができ
る工事について、損失
見込額を計上してい
る。

④ 工事損失引当金
   受注工事に係る将来

の損失に備えるため、
当連結会計年度末手持
工事のうち損失の発生
が見込まれ、かつ、そ
の金額を合理的に見積
もることができる工事
について、損失見込額
を計上している。 
 



項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

⑤ 退職給付引当金
   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当
中間連結会計期間末に
おいて発生していると
認められる額を計上し
ている。

⑤ 退職給付引当金
     同左

⑤ 退職給付引当金
   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき当連
結会計年度末に発生し
ていると認められる額
を計上している。

   過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平
均残存勤務期間内の一
定の年数(10年)による
定額法により按分した
額を費用処理してい
る。

   過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平
均残存勤務期間内の一
定の年数(10年)による
定額法により按分した
額を費用処理してい
る。

   数理計算上の差異
は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間
内の一定の年数(10年)
による定額法により按
分した額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度か
ら費用処理している。

   数理計算上の差異
は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間
内の一定の年数(10年)
による定額法により按
分した額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度か
ら費用処理している。

⑥ 役員退職引当金 
 役員の退職金の支給
に備えるため、会社内
規に基づき中間連結会
計期間末要支給額を計
上している。 
 ただし、連結子会社
の一部は、現金主義に
よる会計処理を採用し
ているため、同勘定の
設定を行っていない。

⑥ 役員退職引当金 
 連結子会社において
役員の退職金の支給に
備えるため、会社内規
に基づき中間連結会計
期間末要支給額を計上
している。 
（会計方針の変更） 
 役員の退職金の支給
について、従来、連結
子会社の一部について
は、支給時に費用処理
していたが、当中間連
結会計期間より、内規
に基づく中間連結会計
期間末要支給額を引当
計上する方法に変更し
た。 
 この変更は、「租税
特別措置法上の準備金
及び特別法上の引当金
又は準備金並びに役員
退職慰労引当金等に関
する監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会
監査・保証実務委員会
報告第42号 平成19年
４月13日）の公表を踏
まえ、当該連結子会社
の役員退職慰労金の内
規を見直し、整備した
ことにより、支給見込
額が合理的に算定で
き、かつ、支給実績が
あることを鑑み行った
ものである。 
 これに伴い、従来の
方法によった場合に比
べ、営業利益、経常利
益が３百万円、税金等
調整前中間純利益が98
百万円減少している。

⑥ 役員退職引当金 
 役員の退職金の支給
に備えるため、会社内
規に基づき連結会計年
度末要支給額を計上し
ている。 
 ただし、連結子会社
の一部は、現金主義に
よる会計処理を採用し
ているため、同勘定の
設定を行っていない。



 
  

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

   なお、セグメント情
報に与える影響は、当
該箇所に記載してい
る。 
（追加情報） 
当社は、平成19年６月
28日開催の定時株主総
会において、役員退職
慰労金制度を廃止し、
廃止時の要支給額を取
締役、監査役のいずれ
をも退任する時に支給
することとした。これ
に伴い、廃止時におけ
る役員退職引当金相当
額151百万円を固定負
債の「長期未払金」に
振替えている。

(4) 重要なリース取引
の処理方法

  リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計
処理によっている。

同左 同左

(5) 完成工事高の計上
基準

  完成工事高の計上は、
工事完成基準を採用して
いるが、親会社は長期大
型(工期１年以上、請負
金額２億円以上)の工事
については、工事進行基
準を採用している。

  なお、工事進行基準を
採用した完成工事高はな
い。

同左 同左

(6) 消費税等の会計処
理

  消費税及び地方消費税
の会計処理は、税抜方式
によっている。

同左 同左

(7) 連結納税制度の適
用

  連結納税制度を適用し
ている。

同左 同左

５ (中間)連結キャッ
シュ・フロー計算書
における資金の範囲

  中間連結キャッシュ・
フロー計算書における資
金は、手許現金、要求払
預金及び取得日から３ヶ
月以内に満期日の到来す
る流動性の高い容易に換
金可能であり、価値の変
動について僅少なリスク
しか負わない短期的な投
資としている。

同左   連結キャッシュ・フロ
ー計算書における資金
は、手許現金、要求払預
金及び取得日から３ヶ月
以内に満期日の到来する
流動性の高い容易に換金
可能であり、価値の変動
について僅少なリスクし
か負わない短期的な投資
としている。



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等）   
 当中間連結会計期間から、「貸借
対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準」（企業会計基準委員会 
平成17年12月９日 企業会計基準第
５号）及び「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適用
指針」（企業会計基準委員会平成17
年12月９日 企業会計基準適用指針
第８号）を適用している。  
 これによる損益に与える影響はな
い。  
 なお、従来の「資本の部」の合計
に相当する金額は、22,101百万円で
ある。   
 中間連結財務諸表規則の改正によ
り、当中間連結会計期間における中
間連結貸借対照表の純資産の部につ
いては、改正後の中間連結財務諸表
規則により作成している。 

――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等）   
 当連結会計年度から、「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準委員会 平成
17年12月９日  企業会計基準第５
号）及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準委員会平成17年
12月９日 企業会計基準適用指針第
８号）を適用している。  
 これによる損益に与える影響はな
い。  
 なお、従来の「資本の部」の合計
に相当する金額は、22,826百万円で
ある。   
 連結財務諸表規則の改正により、
当連結会計年度における連結貸借対
照表の純資産の部については、改正
後の連結財務諸表規則により作成し
ている。 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

（中間連結損益計算書）
 前中間連結会計期間において区分掲記していた特別
利益の「貸倒引当金戻入益」（当中間連結会計期間０
百万円）については、特別利益の総額の100分の10以下
となったため、当中間連結会計期間より特別利益の
「その他」に含めて表示している。       

（中間連結損益計算書）
 「受取保険金」は、前中間連結会計期間まで営業外
収益の「その他」に含めて表示していたが、営業外収
益の総額の100分の10を超えたため区分掲記している。 
 なお、前中間連結会計期間の「受取保険金」の金額
は７百万円である。
（中間連結キャッシュ・フロー計算書）
 営業活動によるキャッシュ・フローの「その他債務
の増減額」は、前中間連結会計期間は「その他」に含
めて表示していたが、金額的重要性が増したため区分
掲記している。 
 なお、前中間連結会計期間の「その他債務の増減
額」の金額は△277百万円である。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

※(1) 有形固定資産の減価償却累計

額

9,090百万円

※(1) 有形固定資産の減価償却累計

額

9,650百万円

※(1) 有形固定資産の減価償却累計

額

9,431百万円

  (2) 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行と

当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結している。

当中間連結会計期間末におけ
る当座貸越契約及び貸出コミッ
トメントに係る借入未実行残高
等は次のとおりである。

  (2) 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行と

当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結している。

当中間連結会計期間末におけ
る当座貸越契約及び貸出コミッ
トメントに係る借入未実行残高
等は次のとおりである。

  (2) 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行と

当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結している。

当連結会計年度末における当
座貸越契約及び貸出コミットメ
ントに係る借入未実行残高等は
次のとおりである。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの
総額

2,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 2,000百万円

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの
総額

2,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 2,000百万円

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの
総額

2,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 2,000百万円

※(3) 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してい

る。 

 なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が中間連結

会計期間末日残高に含まれてい

る。

※(3) 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してい

る。 

 なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が中間連結

会計期間末日残高に含まれてい

る。 

 

※(3) 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。 

 なお、当連結会計年度の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が連結会計年

度末日残高に含まれている。

   受取手形      15百万円 

  支払手形       6百万円

  受取手形      21百万円 

   支払手形       5百万円

  受取手形      22百万円 

   支払手形       5百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

   

  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

 

※(1) 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

ある。

従業員給料手当 813百万円

賞与引当金繰入額 110百万円

退職給付費用 91百万円

役員退職引当金 

繰入額
36百万円

法定福利及び厚生

費
198百万円

減価償却費 62百万円

※(1) 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

ある。

従業員給料手当 920百万円

賞与引当金繰入額 146百万円

役員賞与引当金繰

入額
57百万円

退職給付費用 69百万円

役員退職引当金 

繰入額
25百万円

法定福利及び厚生

費
220百万円

減価償却費 58百万円

 

※(1) 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

ある。

従業員給料手当 1,777百万円

賞与引当金繰入額 94百万円

役員賞与引当金繰

入額
133百万円

退職給付費用 177百万円

役員退職引当金 

繰入額
64百万円

法定福利及び厚生

費
390百万円

減価償却費 129百万円

※(2) 前期損益修正益の内訳は次の

とおりである。

売上高の修正 3百万円

売上原価等の修正 10百万円

計 14百万円

※(2) 前期損益修正益の内訳は次の

とおりである。

売上高の修正 4百万円

売上原価等の修正 8百万円

計 13百万円

※(2) 前期損益修正益の内訳は次の

とおりである。

売上高の修正 2百万円

売上原価等の修正 20百万円

計 22百万円

※(3) 固定資産売却益の主なもの

は、機械・運搬具・工具器具備

品の売却に係るものである。

※(3)         同左 ※(3) 固定資産売却益の内訳は次の

とおりである。

機械・運搬具・  

工具器具備品売却益
1百万円

※(4) 前期損益修正損の内訳は次の

とおりである。

売上高の修正 21百万円

売上原価等の修正 9百万円

計 31百万円

※(4) 前期損益修正損の内訳は次の

とおりである。

売上高の修正 0百万円

売上原価等の修正 8百万円

計 9百万円

※(4) 前期損益修正損の内訳は次の

とおりである。

売上高の修正 19百万円

売上原価等の修正 17百万円

計 36百万円

※(5) 固定資産除売却損の主なもの

は、建物・構築物の除却に係る

ものである。

※(5)         同左 ※(5) 固定資産除売却損の内訳は次

のとおりである。

建物・構築物除却損 49百万円

機械・運搬具・  

工具器具備品除却損
6百万円

機械・運搬具・  

工具器具備品売却損
12百万円

計 67百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取による増加   715株 

減少数の主な内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買増請求による減少  71株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はない。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 27,644,699 ― ― 27,644,699

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 697,720 715 71 698,364

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 161 6.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月17日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 107 4.00 平成18年９月30日 平成18年12月５日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取による増加   909株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 
   該当事項はない。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 27,644,699 ― ― 27,644,699

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 698,619 909 ― 699,528

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 161 6.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月20日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 107 4.00 平成19年９月30日 平成19年12月５日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取による増加  1,046株 

減少数の主な内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買増請求による減少 147株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 
   該当事項はない。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 27,644,699 ― ― 27,644,699

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 697,720 1,046 147 698,619

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 161 6.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月17日 
取締役会

普通株式 107 4.00 平成18年９月30日 平成18年12月５日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 161 6.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

※(1) 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

※(1) 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

※(1) 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

 

現金預金勘定 6,293百万円

現金及び現金同等物 6,293百万円

 

現金預金勘定 5,399百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△28百万円

現金及び現金同等物 5,370百万円
 

現金預金勘定 7,030百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△32百万円

現金及び現金同等物 6,997百万円

※(2)    ―――――――

 

※(2) 株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及び

負債の主な内訳

 株式の取得により、連結子会

社となった㈱フィット・クリエ

イトを連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並

びに株式の取得価額と取得によ

る支出(純額)の金額との関係は

次のとおりである。

流動資産 22百万円

固定資産 26百万円

のれん 21百万円

流動負債 △22百万円

新規連結子会社株式

の取得価額
48百万円

新規連結子会社の現

金及び現金同等物
2百万円

新規連結子会社株式

の取得による支出
45百万円

※(2)    ―――――――



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① 借手側

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械・ 
運搬具

56 18 38

工具器具 
・備品

148 62 86

合計 204 80 124

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① 借手側

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

機械・ 
運搬具

57 22 35

工具器具 
・備品

166 88 78

合計 224 111 113

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① 借手側

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械・
運搬具

57 18 39

工具器具
・備品

135 65 70

合計 193 83 109

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 43百万円

１年超 88百万円

合計 132百万円
 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 50百万円

１年超 69百万円

合計 120百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 43百万円

１年超 73百万円

合計 116百万円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 21百万円

支払利息相当額 2百万円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 31百万円

減価償却費相当額 29百万円

支払利息相当額 1百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 54百万円

減価償却費相当額 48百万円

支払利息相当額 4百万円

(4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数として

残存価額を零とする定額法によ

っている。

(4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によってい

る。

利息相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左



次へ 

  

 
  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

 

② 貸手側

(1) 固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 

(百万円)

中間期末
残高 

(百万円)

建物・ 
構築物

10 6 3

機械・ 
運搬具

236 167 69

工具器具 
・備品

208 126 81

合計 455 300 154

 

② 貸手側

(1) 固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高

取得価額
(百万円)

減価償却
累計額 

(百万円)

中間期末
残高 

(百万円)

建物・ 
構築物

18 7 11

機械・ 
運搬具

229 176 52

工具器具 
・備品

270 178 91

合計 519 362 156

② 貸手側

(1) 固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却累

計額及び期末残高

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高
(百万円)

建物・
構築物

10 7 3

機械・
運搬具

227 174 53

工具器具
・備品

218 141 76

合計 456 323 133

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 91百万円

１年超 235百万円

合計 326百万円

 なお、未経過リース料中間期

末残高及び見積残存価額の残

高の合計額が営業債権の中間

期末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法によ

り算定している。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 99百万円

１年超 203百万円

合計 303百万円

 なお、未経過リース料中間期

末残高及び見積残存価額の残

高の合計額が営業債権の中間

期末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法によ

り算定している。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 90百万円

１年超 200百万円

合計 290百万円

 なお、未経過リース料期末残

高及び見積残存価額の残高の

合計額が営業債権の期末残高

等に占める割合が低いため、

受取利子込み法により算定し

ている。

 

(3) 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 47百万円

減価償却費 36百万円
 

(3) 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 48百万円

減価償却費 35百万円

(3) 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 94百万円

減価償却費 62百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価評価されていない主なもの 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ その他有価証券で時価評価されていない主なもの 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株 式 1,780 3,207 1,426

(2) その他 38 66 27

合計 1,819 3,273 1,453

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 121

区分
中間連結決算日における
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

中間連結決算日に
おける時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

国 債 49 49 △0

合計 49 49 △0

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株 式 1,912 2,770 857

(2) その他 38 67 28

合計 1,951 2,837 885

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 108



前へ 

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ その他有価証券で時価評価されていない主なもの 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度ともデリバティブ取引を行っていな

いため、該当事項はない。 

  

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

連結決算日における時価
(百万円)

差額 
(百万円)

国 債 49 49 △0

合計 49 49 △0

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株 式 1,847 3,261 1,414

(2) その他 38 69 30

合計 1,885 3,330 1,444

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 118



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

通信建設事業 
(百万円)

情報サービス
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 16,944 6,422 23,367 ― 23,367

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

235 178 413 (413) ―

計 17,180 6,601 23,781 (413) 23,367

営業費用 16,450 6,606 23,056 (451) 22,605

営業利益又は営業損失(△) 730 △5 724 37 762

通信建設事業 
(百万円)

情報サービス
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 17,124 5,852 22,976 ― 22,976

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

137 218 356 (356) ―

計 17,261 6,071 23,332 (356) 22,976

営業費用 16,592 6,018 22,610 (378) 22,231

営業利益 669 52 722 22 745

通信建設事業 
(百万円)

情報サービス
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 38,404 12,647 51,052 ― 51,052

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

424 382 806 (806) ―

計 38,829 13,029 51,858 (806) 51,052

営業費用 36,907 12,983 49,891 (856) 49,034

営業利益 1,921 46 1,967 50 2,017



(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、電気通信設備・電気設備及び土木に関する建設工事を主とする総合請負業並びにこれら

に関連する事業としての通信建設事業と、コンピュータ、ファックス及び電話機器等を販売する事業として

の情報サービス事業にセグメンテーションしている。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

 
３ 配賦不能営業費用はない。 

４ 会計方針の変更 

 （当中間連結会計期間） 

(1) 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関する事項 (2)重要な減

価償却資産の減価償却方法 ① 有形固定資産（会計方針の変更）」に記載のとおり、当中間連結会計期間

から平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に

変更している。これにより、従来の方法に比べ、通信建設事業においては14百万円の営業費用が増加、営業

利益が同額減少し、情報サービス事業においては、損益への影響は軽微である。 

(2) 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関する事項 (3)重要な引

当金の計上基準 ⑥ 役員退職引当金（会計方針の変更）」に記載のとおり、役員の退職金の支給につい

て、従来、連結子会社の一部については、支給時に費用処理していたが、当中間連結会計期間より、内規に

基づく中間連結会計期間末要支給額を引当計上する方法に変更した。なお、これによる損益への影響は軽微

である。 

   (前連結会計年度) 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関する事項 (3)重要な引当金

の計上基準 ③ 役員賞与引当金（会計方針の変更）」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に

関する会計基準」を適用している。この変更により、通信建設事業の営業費用が133百万円増加し、営業利

益が同額減少している。 

５ 追加情報 

 （当中間連結会計期間） 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関する事項 (2)重要な減

価償却資産の減価償却方法 ① 有形固定資産（追加情報）」に記載のとおり、当中間連結会計期間から平

成19年３月31日以前に取得した有形固定資産について、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に達成した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上している。これにより、従来の方法に比べ、通

信建設事業においては13百万円の営業費用が増加、営業利益が同額減少し、情報サービス事業においては、

損益への影響は軽微である。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度とも在外子会社及び在外支店がないた

め、記載を省略している。 

  

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度とも海外売上高がないため、記載を省略

している。 

事業区分 売上区分 主要な内容

通信建設事業

所外系 
(ケーブル施設)工事

通信線布設用の地下管路、マンホール、洞道等の工事並び
に通信線の布設、接続、試験等

所内系 
(ネットワーク設備)工事

デジタル設備、伝送・無線設備、データ通信設備、電力設
備工事並びにこれらに関連する工事

その他工事
電力会社、その他の民間企業等の発注する通信・電力設備
等の設計・施工・保守

情報サービス 
事業

ＯＡ機器販売 コンピュータ及びその関連機器の販売

通信機器販売 ファックス・電話機器等の販売

その他 コンピュータ関連ソフトの販売等



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。 

２ 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額 

 
  

(2) １株当たり中間(当期)純利益 

 
  

（重要な後発事象） 

該当事項なし。 

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

１株当たり純資産額 820.20円 842.66円 847.13円

１株当たり中間(当期)純利益 13.97円 14.01円 45.10円

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益

―円 ―円 ―円

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

純資産の部の合計額 22,540百万円 23,141百万円 23,279百万円

普通株式に係る純資産額 22,101百万円 22,705百万円 22,826百万円

差額の主な内訳 

 少数株主持分

 

439百万円

 

436百万円

 

452百万円

普通株式の発行済株式数 27,644千株 27,644千株 27,644千株

普通株式の自己株式数 698千株 699千株 698千株

１株当たり純資産額の算定

に用いられた普通株式の数
26,946千株 26,945千株 26,946千株

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

中間連結損益計算書上の
中間(当期)純利益

376百万円 377百万円 1,215百万円

普通株式に係る中間(当期) 
純利益

376百万円 377百万円 1,215百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ― ―

普通株式の期中平均株式数 26,946千株 26,946千株 26,946千株



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 1,497 1,185 2,025

   受取手形 ※(4) 80 22 207

   完成工事未収入金 5,407 5,237 7,742

   売掛金 10 10 12

   商品 4 2 2

   未成工事支出金等 2,847 3,944 2,545

   短期貸付金 812 647 709

   繰延税金資産 118 170 134

   その他 305 295 255

   貸倒引当金 △ 2 △ 0 △ 3

    流動資産合計 11,081 43.8 11,517 44.2 13,632 48.6

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産 ※(1) 7,880 8,139 8,012

    建物 2,634 2,251 2,310

    土地 4,910 5,135 4,922

    上記以外の有形 
    固定資産

336 752 778

   無形固定資産 36 36 37

   投資その他の資産 6,273 6,376 6,350

     投資有価証券 3,042 2,678 3,110

    関係会社株式 1,274 1,255 1,254

    長期貸付金 1,560 1,826 1,623

    繰延税金資産 305 517 269

    その他 121 126 125

    貸倒引当金 △ 31 △ 27 △ 32

    固定資産合計 14,191 56.2 14,553 55.8 14,399 51.4

   資産合計 25,272 100.0 26,070 100.0 28,031 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   工事未払金 2,977 3,097 4,279

   買掛金 10 15 13

   短期借入金 3,391 4,200 3,672

   一年内返済予定 
   長期借入金

495 250 510

   未払法人税等 414 424 650

   未成工事受入金 112 38 141

   賞与引当金 206 281 178

   役員賞与引当金 ― 14 45

   工事損失引当金 ― 2 3

   その他 ※(2) 283 210 810

    流動負債合計 7,891 31.2 8,536 32.8 10,306 36.8

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 1,200 950 1,150

   退職給付引当金 1,034 1,110 932

   役員退職引当金 194 ― 210

   長期未払金 ― 151 ―

      再評価に係る 
   繰延税金負債

576 559 576

   その他 ― 2 ―

    固定負債合計 3,004 11.9 2,773 10.6 2,869 10.2

   負債合計 10,896 43.1 11,310 43.4 13,175 47.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 4,104 4,104 4,104

   資本剰余金

    資本準備金 3,795 3,795 3,795

    その他資本剰余金 0 0 0

   資本剰余金合計 3,795 3,795 3,795

   利益剰余金

    利益準備金 441 441 441

    その他利益剰余金

     建物等買換圧縮積立金 13 12 12

     別途積立金 6,573 7,073 6,573

     繰越利益剰余金 572 767 1,049

   利益剰余金合計 7,600 8,294 8,076

   自己株式 △ 131 △ 132 △ 131

   株主資本合計 15,369 60.8 16,062 61.6 15,845 56.5

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

719 434 723

   土地再評価差額金 △ 1,712 △ 1,737 △ 1,712

   評価・換算差額等 
   合計

△ 993 △3.9 △ 1,303 △5.0 △ 989 △3.5

   純資産合計 14,376 56.9 14,759 56.6 14,856 53.0

   負債純資産合計 25,272 100.0 26,070 100.0 28,031 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

   

  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

前事業年度

要約損益計算書

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 15,391 15,297 34,006

   商品売上高 52 15,443 100.0 58 15,356 100.0 105 34,112 100.0

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 14,664 14,397 32,082

   商品売上原価 47 14,712 95.3 52 14,449 94.1 96 32,179 94.3

   売上総利益

    完成工事総利益 726 900 1,924

    商品売上総利益 4 730 4.7 6 907 5.9 8 1,933 5.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 523 3.4 566 3.7 1,122 3.3

   営業利益 207 1.3 340 2.2 810 2.4

Ⅳ 営業外収益

   受取利息配当金 129 164 159

   その他 103 233 1.5 114 278 1.8 221 380 1.1

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 22 26 43

   その他 59 82 0.5 56 82 0.5 120 163 0.5

   経常利益 358 2.3 536 3.5 1,028 3.0

Ⅵ 特別利益 ※(1) 8 0.1 21 0.1 318 0.9

Ⅶ 特別損失 28 0.2 30 0.2 68 0.2

   税引前中間(当期) 

   純利益
337 2.2 527 3.4 1,278 3.7

   法人税、住民税及び 

   事業税
234 281 561

   法人税等調整額 △ 108 125 0.8 △ 108 172 1.1 △ 79 482 1.4

   中間(当期)純利益 212 1.4 354 2.3 796 2.3



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成18年３月期の定時株主総会における利益処分項目である。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,104 3,795 0 3,795

中間会計期間中の変動額

 自己株式の処分 0 0

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 0 0

平成18年９月30日残高(百万円) 4,104 3,795 0 3,795

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計建物等買換

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 441 14 6,373 761 7,589 △131 15,359

中間会計期間中の変動額

 建物等買換圧縮積立金の取崩
（注）

△0 0 ― ―

  別途積立金の積立 200 △200 ― ―

 剰余金の配当（注） △161 △161 △161

 利益処分による役員賞与（注） △40 △40 △40

 中間純利益 212 212 212

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 0 0

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― △0 200 △188 10 △0 10

平成18年９月30日残高(百万円) 441 13 6,573 572 7,600 △131 15,369

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 949 △1,136 △187 15,172

中間会計期間中の変動額

 建物等買換圧縮積立金の取崩
（注）

―

 別途積立金の積立（注） ―

 剰余金の配当（注） △161

 利益処分による役員賞与（注） △40

 中間純利益 212

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△230 △576 △806 △806

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△230 △576 △806 △795

平成18年９月30日残高(百万円) 719 △1,712 △993 14,376



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 4,104 3,795 0 3,795

中間会計期間中の変動額

 自己株式の処分

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ― ―

平成19年９月30日残高(百万円) 4,104 3,795 0 3,795

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計建物等買換

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 441 12 6,573 1,049 8,076 △131 15,845

中間会計期間中の変動額

 建物等買換圧縮積立金の取崩 △0 0 ― ―

  別途積立金の積立 500 △500 ― ―

 剰余金の配当 △161 △161 △161

 中間純利益 354 354 354

 自己株式の取得 △0 △0

 土地再評価差額金取崩額 24 24 24

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― △0 500 △281 217 △0 217

平成19年９月30日残高(百万円) 441 12 7,073 767 8,294 △132 16,062

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 723 △1,712 △989 14,856

中間会計期間中の変動額

 建物等買換圧縮積立金の取崩 ―

 別途積立金の積立 ―

 剰余金の配当 △161

 中間純利益 354

 自己株式の取得 △0

 土地再評価差額金取崩額 24

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△289 △24 △313 △313

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△289 △24 △313 △96

平成19年９月30日残高(百万円) 434 △1,737 △1,303 14,759



前事業年度の要約株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成18年３月期の定時株主総会における利益処分項目である。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,104 3,795 0 3,795

事業年度中の変動額

 自己株式の処分 0 0

事業年度中の変動額合計(百万円) － － 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 4,104 3,795 0 3,795

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計
建物等買換 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 441 14 6,373 761 7,589 △131 15,359

事業年度中の変動額

 建物等買換圧縮積立金の取崩（注） △0 0 － －

 建物等買換圧縮積立金の取崩 △0 0 － －

 別途積立金の積立（注） 200 △200 － －

 剰余金の配当（注） △161 △161 △161

 剰余金の配当 △107 △107 △107

 役員賞与（注） △40 △40 △40

 当期純利益 796 796 796

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 0 0

事業年度中の変動額合計(百万円) － △1 200 288 486 △0 486

平成19年３月31日残高(百万円) 441 12 6,573 1,049 8,076 △131 15,845

評価・換算差額等

純資産合計
その他 

有価証券 

評価差額金

土地再評価 

差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 949 △1,136 △187 15,172

事業年度中の変動額

 建物等買換圧縮積立金の取崩（注） －

 建物等買換圧縮積立金の取崩 －

 別途積立金の積立（注） －

 剰余金の配当（注） △161

 剰余金の配当 △107

 役員賞与（注） △40

 当期純利益 796

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
△225 △576 △802 △802

事業年度中の変動額合計(百万円) △225 △576 △802 △315

平成19年３月31日残高(百万円) 723 △1,712 △989 14,856



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

１ 資産の評価基準及

び評価方法

① 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

   移動平均法による原

価法

① 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

① 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

  その他有価証券

  時価のあるもの

   中間会計期間末日の

市場価格等に基づく

時価法(評価差額は

全部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は移動平均法によ

り算定している。)

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

  その他有価証券

  時価のあるもの

      同左 

  

  

  

  

  

 

  時価のないもの

同左 

 

  その他有価証券

  時価のあるもの

   期末日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ている。)

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

② たな卸資産

  商品

   移動平均法による原

価法

  未成工事支出金

   個別法による原価法

  材料貯蔵品

   先入先出法による原

価法

② たな卸資産

  商品

同左

  未成工事支出金

同左

  材料貯蔵品

同左

② たな卸資産

  商品

同左

  未成工事支出金

同左

  材料貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

 定率法(ただし、本店

建物、構築物ならびに機

械装置(建物に附帯する

立体駐車設備)及び平成

10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備

を除く)については定額

法)

 なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっている。

① 有形固定資産

 定率法(ただし、本店

建物、構築物ならびに機

械装置(建物に附帯する

立体駐車設備)及び平成

10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備

を除く)については定額

法)

 なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっている。

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正（（所

得税法等の一部を改正す

る法律 平成19年３月30

日  法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部

を改正する政令 平成19

年 ３ 月 30 日  政 令 83

号））に伴い、平成19年

４月１日以降に取得した

ものについては、改正後

の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更してい

る。

① 有形固定資産

 定率法(ただし、本店

建物、構築物ならびに機

械装置(建物に附帯する

立体駐車設備)及び平成

10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備

を除く)については定額

法)

 なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっている。



前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

 これによる損益への影

響は軽微である。 

（追加情報）  

 平成19年３月31日以前

に取得したものについて

は、償却可能限度額まで

償却が終了した翌事業年

度から５年間で均等償却

す る 方 法 に よ っ て い

る。  

 これによる損益への影

響は軽微である。 

 

② 無形固定資産

 定額法

 ただし、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定

額法によっている。

② 無形固定資産

同左

② 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上している。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

 従業員の賞与の支払に

備えるため、支給見込額

に基づいて計上してい

る。

② 賞与引当金

同左

② 賞与引当金

同左

③ 役員賞与引当金
 役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

当中間会計期間に見合う

分を計上している。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間から「役

員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）

を適用している。 

 これによる損益に与え

る影響はない。

③ 役員賞与引当金
 役員に対して支給する

賞与の支給見込額に基づ

いて当中間会計期間に見

合う額を計上している。

③ 役員賞与引当金
 役員に対して支給する

賞与の支給見込額に基づ

いて計上している。

（会計方針の変更）  

 当事業年度から「役員

賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業

会計基準第４号）を適用

している。  

 この結果、従来の方法

によった場合と比較し

て、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は

45百万円減少している。

④   ―――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 工事損失引当金

 受注工事に係る将来の

損失に備えるため、当中

間会計期間末手持工事の

うち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合

理的に見積もることがで

きる工事について、損失

見込額を計上している。

④ 工事損失引当金

 受注工事に係る将来の

損失に備えるため、当事

業年度末手持工事のうち

損失の発生が見込まれ、

かつ、その金額を合理的

に見積もることができる

工事について、損失見込

額を計上している。



前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

⑤ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末におい

て発生していると認めら

れる額を計上している。

⑤ 退職給付引当金

同左

⑤ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき当事業年度末に発生

していると認められる額

を計上している。

 過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年

数(10年)による定額法に

より按分した額を費用処

理している。

 数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定

の年数(10年)による定額

法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度

から費用処理している。

 過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年

数(10年)による定額法に

より按分した額を費用処

理している。

 数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定

の年数(10年)による定額

法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度

から費用処理している。

⑥ 役員退職引当金

 役員の退職金の支給に

備えるため、会社内規に

基づき中間期末要支給額

を計上している。

⑥ 役員退職引当金

――――――― 

 

 

 

（追加情報） 

 平成19年６月28日開催

の定時株主総会におい

て、役員退職慰労金制度

を廃止し、廃止時の要支

給額を取締役、監査役の

いずれをも退任する時に

支給することとした。こ

れにより、廃止時におけ

る役員退職引当金相当額

151百万円を固定負債の

「長期未払金」に振替え

ている。

⑥ 役員退職引当金

 役員の退職金の支給に

備えるため、会社内規に

基づき当期末要支給額を

計上している。

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。

同左 同左

５ 完成工事高の計上

基準

 完成工事高の計上は、工

事完成基準を採用している

が、長期大型(工期１年以

上、請負金額２億円以上)の

工事については、工事進行

基準を採用している。 

 なお、工事進行基準を採

用した完成工事高はない。

同左 同左

６ 消費税等の会計処

理の方法

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ている。

同左 同左

７ 連結納税制度の適

用

 連結納税制度を適用して

いる。

同左 同左



会計処理の変更 

  

 
  

  

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等）   
 当中間会計期間から、「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準委員会 平成
17年12月９日  企業会計基準第５
号）及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準委員会平成17年
12月９日 企業会計基準適用指針第
８号）を適用している。  
 これによる損益に与える影響はな
い。  
 なお、従来の「資本の部」の合計
に相当する金額は、14,376百万円で
ある。   
 中間財務諸表等規則の改正によ
り、当中間会計期間における中間貸
借対照表の純資産の部については、
改正後の中間財務諸表等規則により
作成している。 

―――――――
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等）   
 当事業年度から「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準第５号）及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等の適用指針」（企
業会計基準委員会 平成17年12月９
日 企業会計基準適用指針第８号）
を適用している。  
 これによる損益に与える影響はな
い。  
 これまでの「資本の部」に相当す
る金額は14,856百万円である。   
 なお、財務諸表等規則の改正によ
り、当事業年度における貸借対照表
の純資産の部については、改正後の
財務諸表等規則により作成してい
る。 

――――――― 

 

――――――― （企業結合に係る会計基準等）   
 当事業年度から「企業結合に係る
会計基準」（企業会計審議会 平成
15年10月31日）及び「事業分離等に
関する会計基準」（企業会計基準委
員会 平成17年12月27日 企業会計
基準第７号）並びに「企業結合会計
基準及び事業分離等会計基準に関す
る適用指針」（企業会計基準委員会
最終改正平成18年12月22日 企業会
計基準適用指針第10号）を適用して
いる。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

※(1) 有形固定資産減

価償却累計額

3,681百万円 3,717百万円 3,703百万円

※(2) 消費税等の取扱

い

仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動

負債の「その他」に含めて

表示している。

同左 ―――――――

  (3) 当座貸越契約及

び貸出コミット

メント契約につ

いて

 

当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を

締結している。

当中間会計期間末におけ

る当座貸越契約及び貸出コ

ミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりで

ある。

当座貸越極度

額及び貸出コ

ミットメント

の総額

2,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 2,000百万円

当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を

締結している。

当中間会計期間末におけ

る当座貸越契約及び貸出コ

ミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりで

ある。

当座貸越極度

額及び貸出コ

ミットメント

の総額

2,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 2,000百万円

当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を

締結している。

当事業年度末における当

座貸越契約及び貸出コミッ

トメントに係る借入未実行

残高等は次のとおりであ

る。

当座貸越極度

額及び貸出コ

ミットメント

の総額

2,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 2,000百万円

※(4) 中間会計期間末

日(事業年度末

日)満期手形の処

理 

 

中間会計期間末日満期手

形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処

理している。 

 なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であ

ったため、次の満期手形が

中間会計期間末日残高に含

まれている。 

受取手形     2百万円

中間会計期間末日満期手

形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処

理している。 

 なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であ

ったため、次の満期手形が

中間会計期間末日残高に含

まれている。 

受取手形     2百万円

当事業年度末日満期手形

の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理

している。 

 なお、当事業年度末日が

金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が当事業

年度末残高に含まれてい

る。 

受取手形     1百万円

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

※(1) 特別利益のうち

主なもの

―――――― ―――――― 投資有価証券売却益

182百万円

抱合せ株式消滅差益

123百万円

 (2) 減価償却実施額 

    有形固定資産 

    無形固定資産
111百万円

0百万円

121百万円

0百万円

227百万円

0百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買取による増加    715株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買増請求による減少   71株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式に関する事項 

 
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買取による増加    909株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式に関する事項 

 
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買取による増加   1,046株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買増請求による減少   147株 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 697,720 715 71 698,364

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 698,619 909 － 699,528

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 697,720 1,046 147 698,619



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高

相当額

取得価額 

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

中間期末残

高 

相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

機械・ 

運搬具
2,539 1,077 1,461

その他 314 169 144

合計 2,854 1,247 1,606

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高

相当額

取得価額 

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

中間期末残

高 

相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

機械・ 

運搬具
2,933 1,303 1,629

その他 272 145 126

合計 3,206 1,449 1,756

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当

額

取得価額 

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

期末残高 

相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

機械・ 

運搬具
2,771 1,183 1,587

その他 272 131 141

合計 3,044 1,315 1,729

 

② 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 501百万円

１年超 1,158百万円

合計 1,659百万円

② 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 543百万円

１年超 1,262百万円

合計 1,805百万円

② 未経過リース料期末残

高相当額

１年内 526百万円

１年超 1,256百万円

合計 1,783百万円

 

③ 支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 307百万円

減価償却費 
相当額

275百万円

支払利息
相当額

21百万円

③ 支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 318百万円

減価償却費
相当額

290百万円

支払利息
相当額

27百万円

③ 支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 599百万円

減価償却費 
相当額

538百万円

支払利息 
相当額

43百万円

④ 減価償却費相当額及び

利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算

定方法

リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零

とする定額法によって

いる。

④ 減価償却費相当額及び

利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算

定方法

同左

④ 減価償却費相当額及び

利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算

定方法

同左

利息相当額の算定方法

リース料総額とリー

ス物件の取得価額相当

額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方

法については、利息法

によっている。

利息相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有していない。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有していない。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有していない。 

  

(企業結合等関係) 

前中間会計期間（自  平成18年４月１日  至  平成18年９月30日） 

該当事項はない。 

  

当中間会計期間（自  平成19年４月１日  至  平成19年９月30日） 

該当事項はない。 

  

前事業年度（自  平成18年４月１日  至  平成19年３月31日） 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後

企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1)結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

名   称：株式会社シーキューブモバイルテック 

事業の内容：電気通信工事業 

(2)企業結合の法的形式及び結合後企業の名称 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社シーキューブモバイルテックは解散し、

結合後企業の名称はシーキューブ株式会社となっている。 

(3)取引の目的を含む取引の概要 

当社の重要なコア事業である移動通信事業の事業環境は大きく変化しており、その激変す

る事業環境に迅速かつ柔軟に対応するための吸収合併であり、合併期日後において同社の資

産・負債及び権利義務の一切を引き継いでいる。 

２．実施した会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」（「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成15年10月31日）） 三 企業結合に係る会計基準 ４ 共通支配下の取引

等の会計処理を適用する。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。 

２ 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額 

 
  

(2)１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資産額 533.52円 547.78円 551.34円

１株当たり中間(当期)
純利益

7.88円 13.17円 29.55円

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)
純利益

―円 ―円 ―円

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

純資産の部の合計額 14,376百万円 14,759百万円 14,856百万円

普通株式に係る純資産額 14,376百万円 14,759百万円 14,856百万円

普通株式の発行済株式数 27,644千株 27,644千株 27,644千株

普通株式の自己株式数 698千株 699千株 698千株

１株当たり純資産額の算定

に用いられた普通株式の数
26,946千株 26,945千株 26,946千株

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

中間損益計算書上の 
中間(当期)純利益

212百万円 354百万円 796百万円

普通株式に係る中間(当期) 
純利益

212百万円 354百万円 796百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ― ―

普通株式の期中平均株式数 26,946千株 26,946千株 26,946千株



(重要な後発事象) 

 
  

(2) 【その他】 

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。 

(1) 決議年月日                平成19年11月20日 

(2) 中間配当金総額                107,780,684円 

(3) １株当たりの額                  ４円00銭 

(4) 支払請求の効力発生日及び支払開始日    平成19年12月５日 

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

 

 当社は平成18年７月25日開催の取

締役会において、当社の100％出資

の連結子会社である株式会社シーキ

ューブモバイルテックとの合併契約

書の締結に関する決議を行い、同日

契約を締結し、平成18年10月１日付

で合併した。

(1) 結合当事企業の名称及び事業の

内容、企業結合の法的形式、結合

後企業の名称並びに取引の目的を

含む取引の概要

①結合当事企業の名称及び事業の

内容

名   称：株式会社シーキュー
ブモバイルテック

事業の内容：電気通信工事業

②企業結合の法的形式及び結合後

企業の名称

 当社を存続会社とする吸収合

併方式で、株式会社シーキュー

ブモバイルテックは解散し、結

合後企業の名称はシーキューブ

株式会社となっている。

③取引の目的を含む取引の概要

 当社の重要なコア事業である

移動通信事業の事業環境は大き

く変化しており、その激変する

事業環境に迅速かつ柔軟に対応

するための吸収合併であり、合

併期日後において同社の資産・

負債及び権利義務の一切を引き

継いでいる。

(2)実施した会計処理の概要

 「企業結合に係る会計基準」

（「企業結合に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成15年10月31日）） 三

企業結合に係る会計基準 ４ 共

通支配下の取引等の会計処理を適

用する。

――――― ―――――



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

 
(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第54期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月28日東海財務局長に提

出。 

  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

  訂正報告書(上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書)を平成19年７月２日東海財務局長に提出。 

  

(3) 有価証券報告書の訂正報告書 

  訂正報告書(上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書)を平成19年11月２日東海財務局長に提出。 

  

  



該当事項なし。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１９日

シ ー キ ュ ー ブ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシーキューブ株式会社の

平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、シ

ーキューブ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員、公認会計士舟橋弘及び公認会計士林成憲との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 正 明 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 

      

舟 橋 弘 公 認 会 計 士 事 務 所 

  

  
  

公認会計士 舟 橋   弘 

      

公 認 会 計 士 林 成 憲 事 務 所 

  

  
  

公認会計士 林   成 憲 

      



独立監査人の中間監査報告書
 

  

平成19年12月17日

シーキューブ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているシーキューブ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、シーキューブ株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3) ⑥に記載され

ているとおり、連結子会社の一部について役員退職慰労金を支出時の費用として処理する方法から内規に基

づく中間連結会計期間末要支給額を役員退職引当金として計上する方法に変更している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  林  正  明

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  井  上  嗣  平

(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１９日

シ ー キ ュ ー ブ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシーキューブ株式会社の

平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第54期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、シーキュー

ブ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は子会社である株式会社シーキューブモバイルテックと平成18年10月１日をもって

合併した。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員、公認会計士舟橋弘及び公認会計士林成憲との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 正 明 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 

      

舟 橋 弘 公 認 会 計 士 事 務 所 

  

  
  

公認会計士 舟 橋   弘 

      

公 認 会 計 士 林 成 憲 事 務 所 

  

  
  

公認会計士 林   成 憲 

      



独立監査人の中間監査報告書
 

  

平成19年12月17日

シーキューブ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているシーキューブ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第55期事業年度の

中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、シーキューブ株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  林  正  明

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  井  上  嗣  平

(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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